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サマリー 
 
（１） 調査実施体制 
 

 
 
（２） 全体スケジュール 
 

実施年月日 案件発掘 場所 
2015 年 4 月 20-24 日 インセプションミーティング バタム 
5 月 25-27 日 バタム市来浜（覚書締結） 横浜 
8 月 17-21 日 ビジネスマッチング バタム 

10 月 19-23 日 
JCM ワークショップ、アジアスマートシティ会議、

視察等 
横浜 

11 月 30 日-12 月 1 日 BIFZA 選別企業との小規模ワークショップ バタム 
2016 年 1 月 20 日 最終報告会（関係企業等も含む） バタム 

 
（３） 主な成果 

横浜市内中小企業 3 社（アイフォーコム東京、ファインテック、アムコン）の JCM 事業の形成に

係る現地行政機関及び民間企業との事業化にかかる詳細協議を行った。 
また、市内中小企業にとって新たな事業候補に関する情報入手を行った。すなわち、横浜市と

バタム市や BIFZA の同席によって、市内企業のみでは最初のアポイントが難しい相手先からの

円滑な情報収集とパイプ形成を推進した。例えば、BIFZA やバタム市が所管する病院やフェリー

ターミナル等における省エネ事業の案件や、パーム油製造工場からの残渣を利用したバイオマス

発電事業の案件等。 
 今年度最後には、バタム市、及び横浜市の都市間協力に加えて、BIFZA、及び IGES を加えた

４者による「タスクフォースチーム」の立ち上げについて合意し、JCM 案件形成に向けた継続的な

協力体制を構築した。 
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１． 本事業のねらい 
バタム市は、インドネシア国リアウ諸島州内にあり、シンガポール共和国の南海岸から約 20km

に位置している。同市の人口は、現在 120 万人程度であるものの、バタム島開発協定（1980
年）、リアウ州開発の経済協力協定（1990 年）を経て、シンガポール共和国、マレーシア国ジョホ

ール州との共同開発による「成長の三角地帯」の一角として、人口が安定的に増加中であり、廃

棄物や下水処理等の問題が顕在化してきている。また、同市は自由貿易地域（FTZ）に指定され

ているところ、工業団地を中心として多くの工場が立地しているが、エネルギーの有効利用は、未

だ不十分である。 
横浜市は、新たな「中期 4 か年 2014－2017」における施策「市内企業の海外インフラビジネス

支援」の中核事業として「Y-PORT 事業」（横浜の資源・技術を活用した国際技術協力事業）を位

置付けている。Y-PORT 事業では、市内企業、国際機関等との合同事業を進める「Y-PORT セン

ター」を設置している。 
バタム市は、内閣官房が主催する「第 17 回 経協インフラ戦略会議（テーマ：インドネシア）」

（2015 年 3 月 20 日）でも取り上げられ、アジア地域における先導的事例として JCM 事業に対す

る環境省の支援事業や海外投融資（JICA）での支援が議論される等、本邦企業の展開先として

注目を集める都市である。 
さらに、バタム市は国策として積極的に工場の誘致を進めているところ、バタム市内の産業セク

ターについては、バタム市政府よりもむしろ、中央政府である投資促進庁の関連部門であるバタ

ムフリーゾーン監督庁（BIFZA：今のところリアウ諸島州政府に所属）の管轄にある。また、BIFZA
は、産業開発・工場誘致の基盤となる空港・港湾等の交通インフラや排水・汚泥処理も管轄する

等、「バタム第二の政府」と言われるほど、バタム市とともに公共サービスの重要な役割を担って

いる。 
そのため、本事業は、自治体間の連携関係と並行して、BIFZA との連携関係も重視し、BIFZA

日本事務所の協力を仰ぎつつ、さらに充実したバタム側との連携関係を構築する。 
また、IGES は、Y-PORT 事業等の取組に賛同し、2015 年 3 月 3 日に、横浜市との間で「発展

途上国における持続可能な発展、低炭素化社会実現のための共同事業の実施」等を目的とした

連携・協力に関する基本協定を締結したところ、横浜市と連携して、本調査を Y-PORT センターの

主要事業として取組む。 
 

 
（出典）Y-PORT センター 
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２． インドネシア及びバタムの政策・事業環境 
2.1 バタム島概況 
 バタム島は、太平洋とインド洋をつなぐ国際航路マラッカ海峡の入り口にあり、世界的に船舶の

出入りが最も多いといわれるシンガポール並びにマレーシアのジョホール・バルと向かい合う戦略

的な位置にある。シンガポールからは、東南に 20 km、フェリーで 60 分の距離にある。 
 バタム島の面積は 415 km2 であるが、開発の進展とともに、土地需要が拡大したため、1993 年

に他の２つの島レンバン島、ガラン島と周辺の小群島を結ぶ６つの橋梁を含む縦貫道路が建設さ

れた。この橋梁で結ばれた島々は一括してバレラン地域と呼ばれ、総面積は、シンガポールや淡

路島の約 1.2 倍に相当する 715 km2 となった。 
バタム島は、輸出中心の工業地帯として開発されたため、国内向け製品を製造するインドネシ

アのバタム島以外の工業地区と競合することはないと言える。また、バレラン地域は、フリートレー

ドゾーン（FTZ）の指定を受けているため、輸出用製品を生産するために輸入される資本財や原材

料等は輸入税を免除されるし、輸出される製品に対する付加価値税や輸出税も免除される。 
 バタム島は、工業地域として知られているが、現在は、工業だけではなく、貿易・観光・貨物積み

替え港としても開発が進められている。 
 整備されているインフラとしては以下である。 
 
Hang Nadim 空港 インドネシアで最長の滑走路（4,025 メートル） 

52,000 キロリットルの燃料貯蔵設備 
貨物港 Batu Ampar 港、Sekupang 港、Kabil 港の３つ 

最大水深は 12 メートル 
フェリーターミナル Batam Center、Sekupang、Nongsa Pura、Waterfront の４つ 
電力設備 自家発電 125MW、その他 375MW 
ガス供給 スマトラ島から水中パイプラインで供給される天然ガス 
道路 幹線道路、及びバタム島、ガラン島、レンパン島等を結ぶ６つの橋梁

（出典）BIFZA 
 

 
（出典）http://www.batam-island-info.com/images/batam-island-map.gif 
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2.2 気候変動、及び環境・エネルギー政策  
 インドネシア国は、2011 年に国家温室効果ガス（GHG）削減行動計画（RAN-GRK）を策定し、

2020 年までに GHG 排出量を BAU 比で 26%削減（国際支援を受けた場合は 41%削減）するこ

とを約束している。 
さらに、同国は 2013 年に二国間クレジット制度（JCM）に署名したところ、主要排出源である都

市の低炭素化が重要な課題となっている中、国内の目標値達成に向け JCM の活用を期待して

いる。 
2007 年バリ行動計画にて明記された条約下における市場を活用するアプローチが 8 年間の

交渉を経て、パリ協定にて結実し、二国間クレジット制度（JCM）は、緩和成果の国際移転と目標

達成に活用できるメカニズムとして UNFCCC の下で位置づけられた。また、リマ・パリ・アクション

アジェンダで、非国家主体（市民社会、民間企業、金融機関、都市自治体等）の役割の重要性が

UNFCCC 下で認識される中、横浜市・バタム市の都市間連携の重要性が、今後さらにますものと

想定される。 
 

 
（出典）インドネシア国 JCM 事務局 
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2.3 日本側にとっての事業環境 
（１）バタムフリーゾーン監督庁（BIFZA） 
 ハンナディム国際空港等の島内の主要インフラを管理・運営を担当している BIFZA は、1973
年の大統領令 41 号によるバタム開発期に、バタム工業開発公社（Batam Industrial 
Development Authority: BIDA）を前身として、バタムの産業開発を中心に担ってきた。 

2006 年 6 月 25 日、インドネシア及びシンガポール両国は、「バタム・ビンタン・カリムン島特別

経済地域協力協定」に署名し、この地域を経済特区（Special Economic Zones：SEZs）とするた

めに協力することで合意した。 
また、両国は、2007 年 8 月に、バタム全島に加えて、ビンタン島とカリムン島内にも工業化地

域を設け、自由貿易区（Free Trade Zone：FTZ）として指定し、2009 年インドネシア大統領直属

機関であったバタム工業開発公社（BIDA）は組織を変更するとともに、バタム・ビンタン・カリムン

の各島に同様の組織を設置し、その 3 組織をリアウ諸島州の傘下に置いた。バタムのみを対象と

していた BIDA はバタム・インドネシアフリーゾーン監督庁（Batam-Indonesia Free Zone 
Authority：BIFZA）と名称を変更した。 

以上、BIFZA は、日本側のカウンターパートとして妥当であるだけでなく、体制的にも財務的に

も信頼性が高い。 
また、BIFZA 長官は、バタム市と横浜市との都市間連携について評価しているところ、日本側

に対して協力的であるとともに、2015 年 6 月に来日した際、バタムで電力料金が高額であること

を認識した上で、日本の省エネや再エネ技術等に強い関心を示している。 
現在、BIFZA は、バタムに本部を置き、ジャカルタに支部、シンガポールのみならず、日本にも

事務所を設置し、日本でも数か月おきに投資進出セミナー（2015 年 6 月 12 日に「企業進出事例

とバタムフリーゾーンの成長戦略」を名古屋にて開催。インドネシア駐日大使館、インドネシア投資

調整庁日本事務所、日本アセアンセンター、日本インドネシア経済協会が後援）を積極的に開催

している。 
  



7 
 

（２）バタムに適した産業 
 バタムには、外国からの進出制約が事実上ほとんどない状況であるため、様々な産業のビジネ

スが進出するチャンスがある。ただし、バタムにおいて、より適した産業があり、コンピュータ機器・

部品、AV 機器、自動車部品、プリント基板等を製造する電子・コンピュータ関連産業がバタムの

最大産業である。 
 バタムでは労働力が豊富で、技能訓練が比較的容易なことから、この種の産業が適していると

言える。 
 その他の軽工業としては、皮革製品、製靴、縫製、玩具、日用品、家庭用品、健康医療機器等

がある。 
 重工業としては、鋼板加工、パイプ、パイプねじ切り加工、石油用掘削リグ、海上石油基地プラッ

トフォーム等の製造業がある。また、60 社を超える造船所があり、修理造船・新造船を行ってい

る。産業廃棄物適正処理が条件となるが、化学工業も許可されており、アルコール油脂、塗料、

パイプ塗装、医薬品等の化学工場が操業中。 
現在操業中の日系企業は、約 60 社あり、エプソン、新日鉄住金、パナソニック、パトライト、住

友電装、巴バルブ、シマノ、日東光学、日本オイルシート等がある。 
外国からの投資家は、バタム自由貿易地域（FTZ）に投資するに当たり、下記のようなインセン

ティブがある。 
① 2009 年から 70 年に渡る FTZ の優位性 
② 輸出税、輸入税、付加価値税、奢侈品税、消費税の免除 
③ 100%の株式保有 
④ 外国為替管理はなし 
⑤ 競争力のある生産コスト 
⑥ 特恵関税（GSP）の適用（USA、EU、日本等） 
⑦ 二重課税防止条約 
 

 
（出典）BIFZA 
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３． 案件発掘 
3.1 インセプションミーティング 
 バタム市で開催されたインセプションミーティングでは、JCM 制度及び日本側の補助金スキーム

の説明を行った上で、BIFZA 等バタム市側の関連部局と調査内容の共有・合意、具体的にマッチ

ングさせるプロジェクトイメージの共有・合意がなされた。 
 
（１）アジェンダ（2015 年 4 月 21 日） 
9:00-9:15 Opening Remarks 

Amir Rusil, Assistant for City Mayor on Economy and Development , 
Batam City Government 
Tetsuya Nakajima, Executive Director for Development Cooperation, City 
of Yokohama 

9:15-9:45 City-to-city cooperation of Y-PORT projects based on Yokohama’s 
Innovative Urban Solution 
Yasuaki Nakamura (Yokohama-city) 

9:45-10:15 Master plan and priority sector/project in Batam-city/BIFZA 
Amir, (Batam-city) 

10:15-10:30 Coffee break 
10:30-11:00 JCM cooperation between Indonesian and Japan/ Roles of FS 

participants in JCM scheme 
Dicky Edwin Hindarto (Head of Indonesia JCM Secretariat) Keni Atika 
(Indonesia JCM Secretariat) 

11:00-11:15 Outline of the Study 
Kenji Asakawa (IGES) 

11:15-11:35 Introduction to potential JCM projects with Japanese technologies 
in the following specific sectors; solid waste, waste water treatment, 
and section, energy efficiency, renewable energy and transport 
Sudarmanto Budi NUGROHO (IGES) 

11:35-11:50 Overall discussions and/or small group discussions 
Kenji Asakawa (IGES) 

11:50-12:00 Closing Remarks 
Amir Rusil, Assistant for City Mayor on Economy and Development , 
Batam City Government 
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（２）現地調査スケジュール（2015 年 4 月 20-23 日） 
20 Apr. 
(Mon.) 

14:00 
15:00 

Preparatory meeting with Mr. Amir 
Courtesy call to Batam Mayor 

21 Apr. 
(Tue.) 

09:00 
-12:30 
14:00 
 
16:00 

Inception workshop of “the Study for Developing JCM projects 
under City-to-City cooperation between Batam and Yokohama” 
Individual meeting for project formation (Hang Nadim Airport 
Authority), especially Energy Efficiency project 
Site-visit 
- Batu Ampar Harbour 
- Septage treatment facility of Batam Centre 

22 Apr. 
(Wed.) 

11:00 
12:30 
 
14:00 

Courtesy call to BIFZA 
Individual meeting with Batam city for project formation in MSW 
sector 
Interview with Environmental Management Authority (EMA) of Batam 
city on project needs 

23 Apr. 
(Thu) 

08:30 
11:00 
 
12:00 
 
13:00 

Individual meeting with BIFZA for project formation 
Individual meeting with PT MUSIMAS, CPO processing company, for 
water/waste treatment project 
Individual meeting with PT Desa Air Cargo, Hazardous waste 
treatment company, for water/waste treatment project 
Individual meeting with PT Eco Green, CPO processing company, for 
water/waste treatment project 
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（３）プレゼン資料【横浜市（Y-PORT センター）中村恭揚】 
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30 
 

【IGES 浅川賢司】 
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【インドネシア国 JCM 事務局】 
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3.2 バタム市来浜・覚書締結 
 

（１）概要 
バタム市は、優れた環境・エネルギー技術を有している横浜市に対して、低炭素技術に関する

協力を求めており、本事業に強い関心を示すとともに、2015 年 5 月 27 日にバタム市長が来日

し、横浜市との間で、技術協力に関する覚書を締結した。この機会を捉えて、この長期的連携関

係をベースにしつつ、民間企業の低炭素技術、自治体の環境管理能力やシステム、関係者間の

調整力を連携させる。 
そこで、本事業では、横浜市とバタム市の間のこれまでの議論を踏まえて、バタム市が 2015

年 5 月に横浜市を訪問した際に表明した JCM プロジェクトの案件形成へのニーズに基づき、廃

棄物・排水処理分野、省エネルギー分野、再生可能エネルギー分野を扱う。 
 

 
（出典）IGES 
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（２）プレゼン資料【IGES 浅川賢司】 
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【IGES 浅川賢司】 
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【IGES 浅川賢司】 
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【IGES 浅川賢司】 
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【IGES 浅川賢司】 
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【IGES 浅川賢司】 

 
 

 



59 
 

【IGES 浅川賢司】 
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【IGES 浅川賢司】 
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【IGES 浅川賢司】 
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【IGES 浅川賢司】 
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3.3 ビジネスマッチング 
 横浜市内企業等と現地行政・企業とのビジネスマッチング・セミナーが、バタム市と、バタムフリ

ーゾーン監督庁（BIFZA）、及び Y-PORT センターの共催で行われた。 
 日本側からは、本邦企業 13 社（うち市内企業 9 社、うち市内中小企業 5 社）が参加、また、

JICA やジェトロのオブザーバ、及び事務局を含めて、総勢 30 名の参加があった。 
 インドネシア側は、公共事業省や JCM 事務局等の政府からの参加や、バタム市、及び BIFZA
から多数の参加があり、横浜市とバタム市の覚書締結や、本 FS 調査について情報共有が大い

に図られた。 
 
（１）アジェンダ（8 月 19 日） 
9:00‐9:15 Opening Remarks 

 Ahmad Dahlan (City of Batam) 
 Mustofa Widjaja (BIFZA) 
 Yuana Rochma Astuti (MENKO) 
 Tetsuya Nakajima (City of Yokohama) 

9:15‐9:45 Introducing the Background 
 National policy related to Green City Initiatives 

 Edward Abdurrahman (PU) 
 City‐to‐city cooperation of Y‐PORT projects based on Yokohama’s 

Innovative Urban Solution 
 Yasuaki Nakamura (City of Yokohama) 

 Introduction of the JCM between Indonesian and Japan 
 Keni Atika (Indonesia JCM Secretariat) 

Q & A 
9:45‐10:25 
(5 min. for each 
presentation) 

Introducing Potential Needs of JCM project in Batam 
 Airport (Hang Nadim) ‐ Potential of Energy‐efficiency (A/C, Water‐

pump) and wastewater treatment 
 (BIFZA) 

 Industrial‐park (Batamindo, Panbil, Kabil) ‐ Potential of Energy‐

efficiency of powergeneration, waste‐water treatment and energy supply
 (Batamindo, Panbil or Kabil) 

 Industrial waste treatment ‐ Potential of Energy‐efficiency 
 Kurniawan Chang (PT Desa Air Cargo) 

 Municipal Solid Waste (MSW) management ‐ Potential of Energy‐
efficiency 
 Amir Rusli (City of Batam) 

10:25‐11:00 Q & A 

10:30‐10:45 Coffee break 

10:45‐11:15 
(5 min. for one 
presentation) 

Introducing Low Carbon Technologies of Japan participants companies
 Overview of Low Carbon Technologies of participant companies 

 Kenji Asakawa (IGES) 
 Energy Efficiency Technology 

 Erwin Avianto (iFORCOM Tokyo) 
 Renewable Energy Technology 

 Kikuo Sagawa (FINTECH) 
 Water Supply/Treatment (incl. Septage Treatment) Technology 

 Yuichi Hirose (AMCON) 
11:15‐12:00 Q & A 

12:00‐12:15 Closing Remarks 
 Ahmad Dahlan (City of Batam) 
 Mustofa Widjaja (BIFZA) 
 Tetsuya Nakajima (City of Yokohama) 
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12:15‐13:30 (Lunch Reception) 

13:30‐14:45 Individual meeting for Match‐making 
This session serves to promote exchange of information and ideas through 
free discussion for match‐making. Each Japanese supplier has a booth/desk 
and welcome Batam participants for more intensive discussion. Indonesia‐
Japanese interpreters are available for better communication. 
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（２）議事要旨 
バタム市、BIFZA、経済担当調整省、横浜市からの開会あいさつ 
背景説明 

・ インドネシア国公共事業省 Edward Abdurrahman 氏より、グリーンシティイニシアティ

ブに関するインドネシア国の政策について説明された。 
・ 横浜市（Y-PORT センター）中村恭揚氏より、平成 27 年 5 月に横浜市とバタム市との

間で「持続可能な都市発展に向けた技術協力の覚書」を締結し、Y-PORT センターの第

1 号事業として環境省「平成 27 年度アジアの低炭素社会実現のための JCM 案件形

成可能性調査事業委託業務」を展開。両都市の行政・企業の交流を通じて JCM 案件

形成を図るとの趣旨が説明された。 
・ インドネシア国 JCM 事務局 Keni Atika 氏より、日本国・インドネシア国間での二国間ク

レジット制度（JCM）の申請手続き等の概要について説明された。 
・ これに対し、Binsar 氏（BIFZA）より、JCM 案件形成に向けた次のステップについて質

問があったところ、スラバヤ等での具体的な JCM プロジェクトが形成された過程が参考

となるだろう、との回答が事務局からなされた。 
バタム市における JCM プロジェクトニーズ 

・ ハンナディム国際空港については、Richard Silitonga 氏より、旅客数・貨物量の進展、

空港施設の運用状況、ターミナルビルや滑走路の拡張計画等について説明された。空

調設備や汚水処理に係る環境技術へのニーズが高いとのこと。 
・ 工業団地については、Ibrahim 氏（Batamindo）より、テナント企業向けのガス自家発電

設備による安定した電力供給サービスや汚水処理システム（WWTP）等が説明された。 
・ 産業廃棄物については、Rozali 氏より、工業生産工程を通じた産業廃棄物の排出に係

る違法行為が環境汚染のリスクを増大させており、バタムフリーゾーンでの課題として

は、①B3 廃棄物（有害廃棄物）に対する規制が効果的でないこと（マニフェスト管理台

帳が存在しない等）、②季節的な汚染現象（バダム北部でのオイルスラッジによる汚染、

スマトラ島での森林火災による煙害等）があること、③人口増大による潜在的な環境影

響等が顕在化していることが説明された。そのため、産業廃棄物処理に係る環境技術

へのニーズが高いとのこと。 
・ 上水供給及び汚水処理については、Amir Rusli 氏より、バタム島での人口は 120 万人

以上となり、工業や貿易のみならず、住宅や他の事業開発に伴う島内の汚水によって

水資源の汚染が顕在化していることが説明された。そのため、汚水・汚泥処理に係る環

境技術へのニーズが高いとのこと。 
 
日本企業の有する低炭素技術の紹介 

・ IGES 浅川賢司氏より、参加企業の有する低炭素技術について、アイフォーコム東京㈱

伊藤良輔氏より、省エネ運用システム及びコンサルティングについて、㈱ファインテック 

岡田素行氏より、未利用バイオマス再資源化・燃料化について、アムコン㈱廣瀬裕一氏

より、高効率汚泥脱水技術について、それぞれ説明された。 
・ これに対し、Edward 氏（PU）より、バタム市の低炭素開発マスタープランを踏まえて取

り組んでほしい、また、他の都市へも展開してほしい、とのコメントがなされた。 
個別商談会 

・ 日本企業がそれぞれのテーブルに分かれ、現地企業との個別商談を行った。 
日本語セッション 

・ IGES 浅川賢司氏より、二国間クレジット制度（JCM）と補助金制度について説明され

た。 
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（３）参加者リスト 
 企業名 市内／中小企業 人数

参加 
企業 

株式会社ファインテック 市内／中小 2 
アイフォーコム東京株式会社 市内／中小 3 
アムコン株式会社 市内／中小 2 
JFE 環境株式会社 市内 2 

ジャステック株式会社 市内／中小 1 

JFE エンジニアリング株式会社 横浜水ビジネス協議会 1 
日本エヌ・ユー・エス株式会社 市内 1 
萬世リサイクルシステムズ株式会社 市内／中小 2 
プライスウォーターハウスクーパース LLP  1 

東亜ディーケーケー株式会社 横浜水ビジネス協議会 1 

Advan Analytical シンガポール企業 1 
株式会社日本開発政策研究所  1 
横浜港埠頭株式会社 市内 3 

オブザー

バ 
インドネシア環境・森林省 JICA 専門家 オブザーバ 1 
インドネシア低炭素開発事業 JICA 専門家 オブザーバ 1 
ジェトロシンガポールセンター オブザーバ 1 

事務局 IGES 事務局 2 

パシフィックコンサルタンツ 事務局 1 

横浜市 事務局 3 
 企業 13 社、オブザーバ 3 機関、 

事務局 3 機関 
市内企業 9 社、 
うち中小 5 社 

30 名
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（４）プレゼン資料【横浜市（Y-PORT センター）中村恭揚】 
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【横浜市（Y-PORT センター）中村恭揚】 
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【横浜市（Y-PORT センター）中村恭揚】 
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【横浜市（Y-PORT センター）中村恭揚】 
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【インドネシア国公共事業省 Edward Abdurrahman】 
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【インドネシア国公共事業省 Edward Abdurrahman】 
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【インドネシア国公共事業省 Edward Abdurrahman】 
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【インドネシア国公共事業省 Edward Abdurrahman】 
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【インドネシア国公共事業省 Edward Abdurrahman】 
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【インドネシア国公共事業省 Edward Abdurrahman】 
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【インドネシア国公共事業省 Edward Abdurrahman】 
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【インドネシア国公共事業省 Edward Abdurrahman】 
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【インドネシア国公共事業省 Edward Abdurrahman】 
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【インドネシア国公共事業省 Edward Abdurrahman】 
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3.4 JCM ワークショップ及びアジアスマートシティ会議等 
（１）JCM ワークショップ（2015 年 10 月 19 日） 

地球環境戦略研究機関（IGES）は、環境省との共催で 10 月 19 日（月）にパシフィコ横浜にて

「二国間クレジット制度（JCM）都市間連携ワークショップ」を開催しました。 
本ワークショップには、本年度から新たに「都市間連携に基づく JCM 案件形成可能性調査事

業」に参加した関係者を中心に、自治体、企業、コンサルタント等から約 70 名が参加し、都市間

連携を活用した JCM 案件形成可能性調査事業や、アジアにおける低炭素都市の形成に向けた

取組の実例や課題等について活発な議論が行われました。 
 本ワークショップに、バタム市環境局長 Dendi Purnomo 氏、バタムフリーゾーン監督庁

（BIFZA）Binsar Tambunan 氏、Memet E. Rachmat 氏、Richard Silitonga 氏が、参加されまし

た。 
 

 
（出典）IGES 
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（２）第４回アジアスマートシティ会議（2015 年 10 月 20 日） 
2015 年度も、アジア諸都市の市長や国際機関等の有識者が一堂に会し、持続可能な都市づく

りの実現に向けた知見を共有する場として「第４回アジア・スマートシティ会議」が開催されました。 
 本年度は、分科会にて、各参加者から都市づくりの取り組みや支援機関のプログラムについて

発表されると共に、各テーマに沿った専門的な議論が行われ、その後、各分科会の議論を持ち寄

る全体会議が行われました。 
全体会議ラウンドテーブルセッションでは、持続可能な都市づくりへ向けた連携強化のため、会

議参加都市・機関等を「アジア・スマートシティ・アライアンス(ASCA)」としてネットワーク化すること

が提案されました。 
 本会議に、バタム市環境局長 Dendi Purnomo 氏、バタムフリーゾーン監督庁（BIFZA）副長官

Jon Arizal 氏、Binsar Tambunan 氏が、参加されました。 
 

 
（出典）横浜市国際局 
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（３）現地視察 
① 産業廃棄物リサイクル施設の現地視察（2015 年 10 月 20 日） 
バタムのキーパーソンとして BIFZA の Memet と、Desa Air Cargo の Kurniawan を招聘し、

産業廃棄物リサイクル・焼却発電施設の現地視察を行った。 
特に、関心が高かった事項としては、産業廃棄物から回収された水銀やレアメタル等の有価物

の最終的取り扱い（販売先、価格等）に関する事項であった。 
 

  
JFE 環境（株）横浜エコクリーン工場での現地視察 

 
② 一般廃棄物焼却処理・排熱発電施設の現地視察（2015 年 10 月 21 日） 
バタムのキーパーソンとして、Batam 市の Dendi と、BIFZA の Binsar を招聘し、一般廃棄物

焼却処理・排熱発電施設の現地視察を行った。 
特に関心が高かった事項としては、焼却工場で処理する廃棄物の分類、施設の処理能力と建

設費用・運営コスト、発電施設と売電、排ガス規制・対策に関する事項であった。 
 

  
横浜市資源循環局金沢工場での現地視察 
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3.5 BIFZA との小規模ワークショップ等 
 
（１）BIFZA 関係部局との協議（2015 年 12 月 3 日 9:00-11:00） 
 BIFZA に対して中間報告を実施。特に、市内中小企業によって今後 JCM 事業化が期待される

事業についての詳細な説明を行った。 
 

① 出席者（敬称略） 
Purnomo Andiantono（Director for Promotion & Public Sector） 
Binsar Tambunan（Head of Program Development, Planning and Program & Research 
Development Bureau） 
Tato Wahyu H（Derector）、Sulasmono（Sub.Dit Humas）、Ir. Memet E. Rachmat、
Richard Silitonga、Jaka Prasetya 他 
ファインテック（岡田、佐川）、アイフォーコム東京（伊藤、エルウィン） 
横浜市（中村）、IGES（浅川、ヌゴロホ）、PCKK（西畑） 

 
② 議事録（敬称略） 

 （BIFZA）Purnomo Andiantono：JCM を活用しつつ、CO2 削減に資する具体的な案件が形

成され、かつ来年以降も都市間連携が継続されて、再び日本企業等の訪問があることへの

期待が表明された。 
 （横浜市）中村：本報告会の開催趣旨として、本年 5 月にバタム市と横浜市間で交わした

LOI のもと、これまで BIFZA や Y-PORT センターの活動が着実に進んでいる。都市間連携

では様々なインフラ分野での協力が期待されるが、まずは JCM に焦点をあてて進めてい

る。本日のワークショップでは、本年度の JCM 調査の進捗状況及びこれまで 4 つのファース

トトラック事業候補について紹介したい。また、本調査に対するバタム関係者側の丁寧かつ

熱心な対応への謝辞を伝えた。 
 （IGES）浅川：二国間クレジット制度（JCM）最新動向について説明するとともに、JCM 設備

補助事業の申請手続きについても詳しく説明した。また、バタム島のスマート且つグリーンな

開発の実現に資する日本企業の低炭素技術の活用の可能性について提案した。上位目標

に基づくビジョン、実現に向けたキードライバー、対象技術のクラスター分類に加え、日本技

術をマッピングした場合についても例示した。 
 （BIFZA）Tato Wahyu H：シンガポールの投資家からスマートシティに係る投資事業（マリー

ナ開発やセクパンのスマートエリア）がある。整合性について質問したい。今回プレゼンで説

明のあった提案は、都市全体計画か？または個別事業か？ 
 （IGES）浅川：地図にマッピングした通り、個別技術をクラスターとして行うことを提案してお

り、シンガポールの地区開発にも個別技術として整合性をもって導入可能と考える。 
 （横浜市）中村：上位計画のバタム島スマート・グリーンアイランド構想の下、他国による事業

とのコラボレーションについても前向きである。また、BIFZA の上位計画について把握するこ

とが重要なので、情報を提供してほしい。 
 （BIFZA）下水道事業担当者：環境省の補助金予算は今年度のものか？次年度も同額か？ 
 （IGES）浅川：そのとおり。 
 （BIFZA）Binsar：公的セクターの施設においては、工事入札や予算執行等の手続きのタイミ

ングに留意する必要がある。 
 （BIFZA）Binsar：CDM はプロジェクトサイクルが長いが JCM はどうか 
 （IGES）浅川：５月に申請した場合、７月に採択されている。 
 上記を受けて、個別案件の進捗状況として、アイフォーコムによるハンナディム空港空調省エ

ネ運用システム、ファインテックによる太陽光とバイオマス等の再生可能エネルギー複合利

用システム、アムコンによる工業排水高効率処理システムについて、日本側から、詳しく説明

した。また、ジャステックによるバタムセンター浄化槽汚泥処理施設のリハビリ事業の提案に

ついても、併せて紹介した。 
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 BIFZA から、商業地区や大学等においても案件形成を希望しているとの意見があったとこ

ろ、日本側から、例えば、アイフォーコムの技術は、ショッピングモール等でも適用可能である

と回答した。 
 BIFZA 下水道担当者、Memet：韓国の支援で WWTP の建設事業（第一期：韓国支援 55 

Million USD）が進んでいる。他の地区の支援は決まっておらず日本の支援に期待したい。

ジャステックの浄化槽汚泥排水前処理装置（スパトン）による BOD、COD 低減効果について

伺いたい。 
 PCKK：有機系の浮遊懸濁物質（SS）を排水から取り除くことで、BOD、COD 負荷量も大幅

に低減される効果が期待されると回答した。 
 

BIFZA への中間報告会議 

市内企業からの提案事業の説明 関係者での記念撮影 
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（２）BIFZA 長官への報告（2015 年 12 月 3 日 11:15-12:00） 
① 出席者（敬称略） 

Mustofa Widjaja（Chairman of BIFZA） 
Purnomo Andiantono（Director for Promotion & Public Sector） 
Binsar Tambunan（Head of Program Development, Planning and Program & Research 
Development Bureau） 
他、インフラ分野の責任者等 
ファインテック（岡田、佐川）、アイフォーコム東京（伊藤、エルウィン） 
横浜市（中村）、IGES（浅川、ヌゴロホ）、PCKK（西畑） 

 
② 議事録（敬称略） 

 BIFZA Mustofa Widjaja 長官より、横浜市、IGES 等への謝辞が述べられ、JCM を活用しつ

つ、BIFZA 職員の技術力向上への期待が示された。また、BIFZA からの必要なサポートに

ついて、日本側は遠慮しないでほしいとのコメントもいただいた。 
 横浜市中村より、先ほど開催した JCM 案件形成事業進捗報告会について説明するととも

に、バタムへの日本企業等のミッションに対する BIFZA の丁寧な対応や日本への BIFZA か

らの代表団派遣への謝辞を述べた。また、2015 年 10 月 20 日に開催された第 4 回アジア

スマートシティカンファレンス（ASCC）の機会を捉えて、バタム島の持続的な都市開発に向け

て、バタム市、BIFZA、横浜市、IGES からなるタスクフォースの設立について、話し合いがな

されたことを報告した。 
 横浜市中村より、上記タスクフォースに係る議事録（M/M）を手交したところ、Mustofa 長官よ

り、了解したが、本件担当者にも内容を確認させた上、正式に承諾したいとの回答がなされ

た。 
 IGES 浅川より、アイフォーコムによるハンナディム空港省エネ運用システム事業をフラッグ

シップ事業として形成しつつ、ファインテックの再生可能エネルギー事業や、アムコンの工業

排水高効率処理事業等の民間事業も平行して形成したい旨、説明された。また、ジャステッ

クのバタムセンター浄化槽汚泥処理施設のリハビリ事業の提案についても、併せて紹介し

た。 
 Mustofa 長官より、ハンナディム空港省エネ案件のスケジュールについて質問があったとこ

ろ、アイフォーコムより、本案件に係る BIFZA との LOI 締結を 2016 年 1 月に予定している

旨、説明した。 
 Mustofa 長官より、生活排水・浄化槽汚泥排水については、韓国（KOICA）の技術協力・ソフ

トローンも進行中であるとの指摘がなされたところ、IGES 浅川より、本提案は既存の処理場

の汚水処理の前処理装置導入であること、横浜市中村より、韓国によるバタムセンター新規

下水処理事業の実施には長期間を要することが想定されること、そのためバタムセンター既

存施設の当面のリハビリが必要となること、新規下水処理場が建設されたとしても、バタム島

の６処理区のうちの５処理区からのセプティックタンクから発生する汚泥処理は引き受けるこ

とができることを説明し、Mustofa 長官より、おおむね了解を得た。 
 Mustofa 長官より、排水処理については、公共、民間を問わず、空港、病院、工業団地住宅

等においても共通の課題となっており、日本企業の技術に期待するとのコメントをいただい

た。 
 



88 
 

BIFZA 長官への報告 
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（３）バタム市とのラップアップミーティング（2015 年 12 月 3 日 14:00-16:00） 
 バタム市への中間報告を実施した。特に市内中小企業によって今後 JCM 事業化が期待される

事業についての詳細な説明を行った。また、横浜市内企業によるバタム市における事業が、バタ

ム市の開発計画と整合していることが重要であるため、バタム市開発計画についての情報収集を

行った。 
 

① 出席者（敬称略） 
Gintoyono, Be, Se, MM（Assistant Economics & Development） 
Dendi Purnomo（Head of Environment Management Authority） 
Azril Apriansyan（Infrastructure Planning Division） 
他 1 名 
ファインテック（岡田、佐川）、アイフォーコム東京（伊藤、エルウィン） 
横浜市（中村）、IGES（浅川、ヌゴロホ）、PCKK（西畑） 

 
② 議事録（敬称略） 

 横浜市中村より、バタム市と横浜市の本年 5 月締結の覚書に基づく最初の事業である JCM
調査が着実に進んでいることを説明した。また、バタムへの日本企業等のミッションに対する

バタム市等の丁寧な対応や、日本へのバタム市等からの代表者の派遣についての謝辞を述

べた。 
 本年 10 月 20 日に開催された第 4 回アジアスマートシティカンファレンス（ASCC）の機会を

捉えて、バタムの持続的な都市開発に向けて、バタム市、BIFZA、横浜市、IGES からなるタ

スクフォースの設立について、話し合いがなされたことを報告し、上記タスクフォースに係る議

事録（M/M）を手交した。 
 IGES 浅川より、アムコンの試験機器が通関で手続きが止まっていた状況をバタム市が解決

してくれたことにお礼を伝えた。 
 バタム市より、2019 年を目標年次として、バタムにおける飲料水・公衆衛生分野を対象とす

る JICA とインドネシア政府とのプログラム（zero waste、zero slum area）が進行中であるこ

と、また、バタム市は中央政府から中規模都市における再開発・定住促進事業

（resettlement）について表彰されたこと、の説明がなされた。 
 続いて、バタム市より、"BATAM TOWARDS GREEN & RESILIENT CITIES"とのスライドに

基づく説明がなされ、下記現状と課題についても言及された。 
 中央政府は、バタム市を自由貿易港・地域として、輸出向けの製造業や海運業を中心

に開発する計画であり、そのための港湾、高速道路、橋梁（「スマトラコリドール」なる連

絡道路・橋梁のコンセプトもあり）等のインフラや、電力、水道（島だけに水資源は特に貴

重）等のユーティリティーが整備されている最中。 
 観光業についても、外国人観光客数は、ジャカルタ、バリに次ぎ、国内 3 番目となってお

り、「エコツーリズム」が基本コンセプトとなっている。ホテル等アメニティー施設も多数。 
 ただし、既存インフラのメンテナンスや高度化、排水・廃棄物処理等の課題も、依然とし

て残されている。特に、排水・廃棄物は、事実上、ノーコントロールに近い地域も存在す

る。 
 IGES 浅川より、二国間クレジット制度（JCM）最新動向について説明するとともに、JCM 設

備補助事業申請手続きについても詳しく説明した。また、バタム島のスマート且つグリーンな

開発の実現に資する日本企業の低炭素技術活用の可能性について提案した。 
 バタム市 Gintoyono より、市営病院（city own hospital）における日本の低炭素技術の活用

に対する期待が述べられたところ、日本側より、BIFZA 所管の病院の今回視察に引き続き、

2016 年 1 月ミッションでは、バタム市所管の病院も是非視察したい旨、回答。 
 バタム市担当者より、ファインテックに対して、太陽光発電向けバッテリーの寿命について質

問があったところ、日本側より、様々な種類のバッテリーについて、使用環境やコスト等に応
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じて使い分けているところ、例えば、リチウム電池ならば、7～8 年程度の寿命と想定されると

回答。 
 バタム市より、太陽光については、12 月 9 日のバタム市長選挙に立候補している今の副市

長が、過去（2 年ほど前）に太陽光導入促進計画を策定していることについて、紹介された。 
 

バタム市への JCM 調査の中間報告 バタム市からの開発マスタープランの紹介 
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③ プレゼン資料【バタム市 Azril Apriansyan（抜粋）】 
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【バタム市 Azril Apriansyan（抜粋）】 
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【バタム市 Azril Apriansyan（抜粋）】 
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【バタム市 Azril Apriansyan（抜粋）】 
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【バタム市 Azril Apriansyan（抜粋）】 
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【バタム市 Azril Apriansyan（抜粋）】 
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3.6 最終報告会 
 日本企業と現地行政・企業との最終報告会が、バタム市と、バタムフリーゾーン監督庁

（BIFZA）、及び Y-PORT センター（横浜市、IGES）の共催で行われた。 
 日本側からは、民間企業 3 社が参加し、インドネシア側からは、JCM 事務局の参加や、バタム

市及び BIFZA からの参加があり、バタム市、BIFZA、横浜市、IGES によるタスクフォースチーム

設立のアナウンスや、本 FS 調査結果の報告等の情報共有がなされた後、引き続き、JCM 設備

補助事業に係る案件形成・実現に向けた協力を進めることについて、関係者における共通認識が

醸成された。 
 
 セミナーに先だって、1 月 19 日に、バタム市庁舎において、現市長、並びに、現副市長（3 月か

ら新市長に就任）を表敬訪問し、都市間連携及び JCM 案件形成等の概要について説明した。 
 
（１）アジェンダ（2016 年 1 月 20 日 9:00-11:50） 
9:00-9:15 Opening Remarks 

 Ahmad Dahlan (City of Batam) 
 John Arizal (BIFZA) 
 Tetsuya Nakajima (City of Yokohama) 

9:15-10:00 Background information 
 Updates of the JCM in Indonesia 

 Dicky Edwin Hindarto (Head of Indonesia JCM Secretariat) 
 Batam Towards Green and Resilient City 

 Azril Apriansyhah (Head of BAPPEKO, City of Batam) 
 Batam Towards Smart City 

 Imam Bachroni (BIFZA) 
Q & A 

10:00-10:15 Outline of the programme 
 Flagship projects and way forward toward smart and green island 

of Batam under city-to-city collaboration 
- Introduction of city-to-city collaboration between Batam and 

Yokohama 
- Introduction of the JCM and its financing program 
- Draft proposals from Yokohama side 

 Yasuaki Nakamura (Yokohama) 
 Kenji Asakawa (IGES) 

Q & A 
10:15-10:30 Coffee break 
10:30-11:30 Final report of the feasibility study 

 Energy-saving operation of A/C system at Hang Nadim Airport 
 Erwin Avianto (iFORCOM) 

 High-efficiency treatment system for industrial waste-water 
 Buntaro Shiono (AMCON) 

 Waste-to-Fuel plant for industrial waste 
 Kevin Sagawa (FINTECH) 

Q & A 
11:30-11:35 Announcement of establishing “Task Force Team for the city-to-

city collaboration between Batam and Yokohama” 
11:35-11:45 Closing Remarks 

 H. Muhammad Rudi, SE, MM (City of Batam) 
 John Arizal (BIFZA) 
 Tetsuya Nakajima (City of Yokohama) 
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（２）日本側出席者（敬称略） 
（横浜市）中島 徹也、武島 和仁、中村 恭揚 
（IGES）浅川 賢司、スダルマント ブディ ヌゴロホ 
（ファインテック）岡田 素行、佐川 紀久雄 
（アイフォーコム東京）伊藤 良輔、エルウィン アビアント 
（ジャステック）土井 康太郎 
（PCKK）西畑 昭史 

 
（３）議事要旨（敬称略） 
 冒頭、バタム市側より、本日の出席者、及び事務局への謝辞が述べられた後、横浜市中島

理事より、2015 年 5 月のバタム市と横浜市との覚書締結から、早くも具体的な３案件（省エ

ネ、水処理、再エネ）の提案があったことは、現地側のバタム市、及び BIFZA の協力があっ

たからこそ、との感謝の言葉が述べられた。 
 インドネシア JCM 事務局長 Dicky より、インドネシアにおいて３つの JCM 都市間連携事業

（バタム市・横浜市、バンドン市・川崎市、スラバヤ市・北九州市）が進行していることは画期

的であるとともに、今後実際に JCM 案件が登録されることへの期待が寄せられた。 
 続いて、インドネシア JCM 事務局 Atika より、JCM 事務局は、インドネシア側のカウンター

パートを探している日本企業へ、現地企業を紹介する役割も有すること、JCM プロジェクトの

開発に課題を抱える企業の相談相手にもなること、省エネ事業に限らず再エネ事業等も増や

していきたいこと、について説明があった。 
 BIFZA の Imam より、バタムにとってスマートシティーの実現に向けたアイデアは大変重要

であり、バタムと Y-PORT センターとの協力継続への期待が寄せられた。 
 横浜市中村及び IGES 浅川より、バタム市は Y-PORT にとって最初の協力相手であるとこ

ろ、JCM 都市間連携事業により、フラッグシップとなる JCM 案件を早急に形成したいとの意

向が示された。 
 ファインテック佐川より、産業廃棄物処理企業（PT Desa Air Cargo 社）における Waste to 

Energy 案件や太陽光発電案件の検討を進める中で、CO2 削減効果は大きいものの、初期

投資費用も大きい案件については、JCM 設備補助の活用が有効であるとの説明があった。 
 質疑応答では、BIFZA 職員より、ハンナディム空港ターミナルビルの空調設備省エネシステ

ム導入案件における「省エネ率」の見込み数値について質問があったところ、アイフォーコム

東京伊藤より、対象設備により 10%～20%程度と変動する可能性はあるものの、ほとんど

の設備において、システム導入後の省エネ率の「実測値」が、事前の省エネ率の「予測値」を

上回るとの説明があった。 
 バタム市環境局長 Dendi Purnomo より、バタム市、BIFZA、横浜市、IGES によるタスクフォ

ースチーム設立についてアナウンスがなされ、盛会の中、閉会を迎えた。 
 

バタム市 Dahlan 市長表敬 バタム市 Rudi 副市長表敬 
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ワークショップ（中島理事の開会挨拶） ワークショップ（参加者一同） 

ワークショップ（横浜市及び IGES の発表） ワークショップ（タスクフォースの設置表明） 

 

ワークショップ（横浜市内中小企業の発表） ワークショップ（会場からの質疑） 
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（４）タスクフォースチーム設立メンバー 
City / 
Authorities 

Department/Bureau Title Name 

City of Batam Environment Impacts 
Controlling Division 

Head Mr Dendi Purnomo 

 Waste to Energy Project 
of Sanitation and 
landscape Division 

Senior Researcher / 
Project Coordinator 

Mr. Amir Rusli 

BIFZA BIFZA Vice Chairman Mr. Jon Arizal 
 Japan Representative 

Office 
Representative Mr. Hajime Kinoshita 

 Directorate of Promotion 
& Public Relations 

Director Mr. Purnomo Andiantono 

 Planning and Program & 
Research Development 
Bureau 

Head of Program 
Development 

Mr Binsar Tambunan 

City of 
Yokohama 

Development 
Cooperation Division, 
International 
Cooperation Bureau 

Manager Mr. Masakazu Okuno 
 

Assistant Manager Mr. Yasuaki Nakamura 

IGES Climate and Energy 
Area 

Senior Policy 
Researcher 

Mr. Kenji Asakawa 

 Integrated Policies for 
Sustainable Societies 

Researcher Mr. Sudarmanto Budi 
Nugroho 

 
  



101 
 

（５）プレゼン資料【横浜市中村恭揚、及び IGES 浅川賢司】 
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【横浜市中村恭揚、IGES 浅川賢司】 
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【横浜市中村恭揚、IGES 浅川賢司】 

 
 

 



104 
 

【横浜市中村恭揚、IGES 浅川賢司】 
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【横浜市中村恭揚、IGES 浅川賢司】 
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【横浜市中村恭揚、IGES 浅川賢司】 
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【横浜市中村恭揚、IGES 浅川賢司】 
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【横浜市中村恭揚、IGES 浅川賢司】 
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